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近江八幡市公告 

 

一般競争入札（総合評価方式）を施行するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１

６号）第１６７条の６及び第１６７条の１０の２の規定に基づき次のとおり公告する。 

 

令和５年４月３日 

近江八幡市長 小 西  理 

 

１．一般競争入札（総合評価方式）に付する事項 

（１）工 事 名  第１号 近江八幡市庁舎整備工事 

（２）工事場所  近江八幡市桜宮町 

（３）工  期  本契約締結日から令和８年１２月３１日まで（ただし、技術提案によ 

り工期が短縮される場合には、提案された期日まで） 

（４）工事概要 

ア 工事目的 

    庁舎の防災機能強化と市民サービスの充実を図り、職員が効率的に職務に従事で

きシンプルかつコンパクトな新庁舎を実現させるため、設計施工一括発注方式によ

り一体的に実施し、より効率的な庁舎整備を進める。 

イ 工事内容 

（ア）新庁舎（新築） 

延 床 面 積：約９，０００㎡ 

階      数：地上４階 

（イ）附属棟（新築） 

延 床 面 積：約３３０㎡ 

階   数：平屋建 

（ウ）既存旧庁舎等（解体・撤去、基礎部分を貯留槽に改修） 

・建替１期庁舎の完成後、既存旧庁舎（約 4,500 ㎡）を解体する。 

・既存庁舎の杭（新庁舎の風除室にかかる部分）及び旧施設の残置杭は引き抜き撤

去する。 

（エ）その他外構等 駐輪場（2棟）、おもいやり駐車場（1棟）、植栽地他 

・基本設計図書参照 

（５）業務概要 

近江八幡市庁舎整備工事（以下「本工事」という。）は近江八幡市（以下「本市」とい

う。）が作成した基本設計図書をもとに、受注者が実施設計業務及び施工業務を一括して
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行う「設計施工一括発注方式」により実施するものとする。 

受注者が行う業務の詳細については、要求水準書等に示すとおりとする。 

 

２．予定価格 ６，１００，０００，０００円（税抜き） 

          予定価格を上回る提案は失格とする。 

 

３．最低制限価格  無 

 

４．落札者決定の方法 

（１）決定方法  

落札者は、市役所庁舎の設計及び施工に関する高度な技術を有し、品質と価格が総合的

に優れた内容で実施することができる者を選定するため、総合評価方式により決定する。 

（２）総合評価の方法 

総合評価方式により落札者を決定するにあたり、学識経験を有する者等で構成する近

江八幡市庁舎整備工事総合評価技術審査会（以下「審査会」という。）の審議を経るもの

とする。なお、審査会は地方自治法施行令第１６７条の１０の２の規定に基づく学識経験

を有する者の意見聴取を兼ねる。 

審査会は、本工事の入札に参加する者（以下「参加者」という。）から提出された技術

提案書を資料３「近江八幡市庁舎整備工事入札説明書・落札者決定基準」に基づいて評価

し、その結果を本市に報告する。本市は、その結果と別途入札価格により換算した入札価

格評価点を合算した総合評価点の最も高い参加者を落札者として決定する。審査会は学

識者３人、行政職員２人の計５人で構成されるものとする。 

 

５．競争参加資格 

（１）参加者の構成に関する要件（共通） 

参加者は、新庁舎等の実施設計を行う企業（以下「設計企業」という。）並びに建設工

事に関する施工業務を行う企業（以下「建設企業」という。）により構成され、本事業の

内容を理解し、技術的能力および実績を有するものとする。 

 なお、同一の事業者が建設企業と設計企業を兼ねることも可とする。また、代表企業か

ら直接業務の一部を請負うものは協力企業とする。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項（一般競争入札の参加資格）の規定に該当し

ないこと。 

イ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生開始手続きの申立てがなされて

いる者（更生手続き開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11年
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法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立てをされている者（再生手続き開始の

決定を受けている者を除く。）でないこと。 

ウ 自社又は自社の役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年

法律第 77号）第２条第２号に掲げる暴力団、同条第６号に掲げる暴力団員及びそれ

らの利益となる活動を行っている者でないこと。（落札者となった場合には、必要に

応じて別に定める誓約書、役員名簿の提出及び当該役員について警察当局に照会す

ることについて、あらかじめ了知すること。） 

エ 当該工事の落札決定の日までに、近江八幡市建設工事等一般競争入札参加停止及び

指名停止基準（平成 29年近江八幡市告示第 243 号）に基づく停止措置の期間中でな

いこと。 

オ 入札に参加しようとする者の間に資本的関係又は人的関係がないこと。 

カ 本工事に係る「近江八幡市庁舎整備基本設計業務委託」の受託者（滋賀県建築設計監

理事業協同組合）でないこと及び当該受託者と資本又は人事面において関連がある

建設業者でないこと。 

なお、「当該受託者と資本又は人事面において関連がある建設業者」とは、次に該当

する者をいう。 

（ア）当該受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資

の総額の１００分の５０を超える出資をしている建設業者 

（イ）建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている

場合における当該建設業者 

キ 審査会の委員でないこと。 

ク 手形交換所による取引停止処分を受けてから、２年間を経過しない者若しくは６か

月以内に手形又は小切手を不渡りした者 

ケ 審査会の委員が自ら主宰し、又は役員若しくは顧問として関係する営利法人その他

営利組織及び当該組織に所属する者でないこと。 

コ 審査会の委員の研究室に所属及び委員が手がける研究に参加又は支援している者で

ないこと。 

（２）共同企業体については、次の要件を満たすこと。 

ア 代表構成員は、建築工事業とする。ただし、一の企業が複数の業種を兼ねる事は妨げ

ない。 

イ 形態は、共同施工方式（甲型）とする。なお、出資比率の最小限度基準は、２者の場

合３０％以上３者の場合２０％以上とする。ただし、設計企業の出資比率の最小限度

基準は求めない。 

ウ 参加者の構成員は他の参加者の構成員になることはできない。 



4 

 

 

 

エ 各構成員は協定書を締結するものとする。 

（３）単独の企業又は共同企業体の代表構成員（建設企業に係る者）が満たすべき要件 

ア 令和 5 年度近江八幡市建設工事入札参加有資格者名簿（以下「有資格者名簿」とい

う。）に「建築一式工事」で登録し、建設業法（昭和 24年法律第 100 号）第３条第１

項の規定に基づく「建築一式工事」に係る特定建設業の許可を有していること。ただ

し、登録されていないものは「６．競争参加資格審査申請」に基づき申請を行い、承

認を受けること。 

イ 建設業法第２７条の２３第２項に規定する経営事項審査（以下「経営事項審査」とい

う。）において「建築一式工事」の総合評定値の評価を受け、経営事項審査において

「建築一式工事」の総合評定値（Ｐ）が１５００点以上のもの 

ウ 平成２０年４月以降に工事が完了し、引渡しが済んだ、以下の要件を満たす工事を元

請として施工した実績があること。なお、共同企業体での施工の場合は、代表者とし

て施工実績があること。  

（ア）国土交通省告示第９８号（平成 31 年 1 月 21 日）別添２による類型４（業務施設）

で延床面積 5,000 ㎡以上の新築、増築及び改築工事の実績。（複合施設の場合は、当

該用途部分の延べ床面積が 5,000 ㎡以上の場合に限る。） 

エ 次に掲げる要件を満たす技術者を統括代理人として、契約後速やかに選任（非専任で

も可）すること。 

（ア）一級建築士及び一級建築施工管理技士の資格を有し、平成２０年４月以降に延床面

積 5,000 ㎥以上の建物の建設に関する工事を完了した建築工事における現場代理人

又は監理技術者としての実績を有する者 

（イ）公告日前日において３か月以上の直接的な雇用関係を有する者 

（ウ）統括代理人は、現場代理人及び監理技術者を兼ねることができる。なお、設計管理

技術者及び設計主任技術者を兼ねることはできない。 

オ 次に掲げる要件を満たす技術者を現場代理人及び監理技術者として当該工事期間中

専任で配置すること。ただし、現場代理人と監理技術者の兼務は可とする。 

（ア）一級建築士及び一級建築施工管理技士の資格を有し、平成２０年４月以降に延床面

積 5,000 ㎥以上の建物の建設に関する工事を完了した建築工事における現場代理人

又は監理技術者としての実績を有する者 

（イ）公告日前日において３か月以上の直接的な雇用関係を有する者 

カ 単独で参加する場合は、（４）エ（ア）に掲げる要件を満たす技術者を管理技術者と

して当該工事に配置すること。 

   ※各技術者については、技術提案時に審査を行います。 
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（４）共同企業体の構成員（設計企業に係る者）が満たすべき要件 

ア 有資格者名簿に「建築設計監理業務」で登録していること。ただし、登録していない

ものは、「６．競争参加資格審査申請」に基づき申請を行い、承認を受けること。 

イ 建築士法（昭和 25年法律第 202 号）第２３条第１項の規定に基づく、一級建築士事

務所の登録を行っていること。 

ウ 平成２０年４月以降に業務が完了した、以下の要件を満たす実施設計業務を元請と

して履行した実績があること。なお、共同企業体での設計の場合は、代表者として設

計実績があること。  

（ア）国土交通省告示第９８号（平成 31 年 1 月 21 日）別添２による類型４（業務施設）

で延床面積 5,000 ㎡以上の新築、増築及び改築の基本設計又は実施設計。（複合施設

の場合は、当該用途部分の延べ床面積が 5,000 ㎡以上の場合に限る。） 

エ 次に掲げる要件を満たす技術者を管理技術者及び建築設計主任技術者として設計期

間中専任で配置すること。なお、管理技術者は建築設計主任技術者を兼ねることがで

きる。 

（ア）管理技術者 

a 一級建築士の資格を有し、平成２０年４月以降に延床面積 5,000 ㎥以上の建物の建

設（新築・増築・改築）に関する実施設計業務を完了した実績を有する者 

ｂ 公告時前日において常勤で３か月以上の直接的な雇用関係を有する者  

（イ）建築設計主任技術者 

a 一級建築士の資格を有すること 

ｂ 公告日前日において３か月以上の直接的な雇用関係を有する者  

c 令和５年４月１日において、７年以上の実務経験を有する者 

（５）共同企業体の構成員（設計企業以外）が満たすべき要件 

ア 有資格者名簿に「建築一式工事」又は「電気設備工事」若しくは「給排水冷暖房工事」

で登録し、建設業法（昭和 24年法律第 100 号）の規定に基づく特定建設業の許可を

有していること。 

ただし、登録されていないものは「６．競争参加資格審査申請」に基づき申請を行

い、承認を受けること。 

 イ 滋賀県内に本店を有する者は、経営事項審査において「建築一式工事」又は「電気工

事」若しくは「管工事」の総合評定値の評価を受け、総合評定値（Ｐ）が１,０００

点以上のもの 

ウ 滋賀県外に本店を有する者は、経営事項審査において「建築一式工事」又は「電気工

事」若しくは「管工事」総合評定値の評価を受け、総合評価値（Ｐ）が１,３００点

以上のもの 
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６．競争参加資格審査申請 

当該工事の入札参加希望者のうち、有資格者名簿に登録されていないものは、次のとおり

申請すること。 

（１）提出方法 持参又は郵便等による方法 

（２）提出書類 第１号 近江八幡市庁舎整備工事に係る建設工事競争参加資格審査申請

書又は第１号 近江八幡市庁舎整備工事に係る測量、建設コンサルタン

ト等競争参加資格審査申請書 

        必要書類については、別紙提出要項参照のこと。 

（３）提出日時  令和５年４月２５日（火）午後５時まで（必着） 

（４）提 出 先 〒５２３－８５０１ 

滋賀県近江八幡市桜宮町２３６番地  

近江八幡市総務部管財契約課 宛 

（５）その他 

ア 競争参加資格審査申請書受領時にＦＡＸにて受領書を発行するが、当該受領書は、申

請書の内容を確認したものではない。 

イ 受付後、入札に参加する為の参加資格を審査し、参加資格を有すると認めたものを入

札参加対象者とし、令和５年４月２８日（金）までに通知する。 

ウ 上記イで認めた競争参加資格については、当該入札のみ有効とする。 

 

※提出書類を郵送等で送付する場合は、封筒に、「第１号近江八幡市庁舎整備工事競争

参加資格審査申請書在中」と朱書きすること。 

 

７．参加資格の確認等 

入札参加者は必ず入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）について、必要書

類を添付し次のとおり提出すること。提出方法は持参のみとし、郵送又は電送での提出は受

付けない。受付期間中に提出されない場合は、入札に参加できない。 

（１）受付期間及び受付場所等 

ア 受付期間  令和５年５月９日（火）から令和５年５月１０日（水）まで       

各日ともに 午前９時から午後５時まで  

イ 受付場所   近江八幡市総務部管財契約課（直接持参のみ） 

ウ 提出書類等   

（ア）代表構成員用及び構成員用の入札参加資格確認申請書（様式 1） 

（イ）誓約書（様式２） 

（ウ）構成員それぞれの最新の経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書の写し 

（エ）建設企業及び設計企業の実績が分かる資料 
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（オ）統括代理人及び管理技術者の実績が分かる資料 

（配置予定技術者の資格及び雇用関係を確認できる資料含） 

（カ）共同企業体協定書（写） 

（２）申請書受付時に受領書を発行しますが、申請書等の内容を確認したものではありませ

ん。 

（３）入札に参加する者に必要な参加資格を審査し、参加資格を有すると認めた者を入札参

加対象者とし、確認結果を令和５年５月１５日（月）までに通知する。 

（４）入札参加資格があると認めた者が、次のいずれかに該当することになった場合は、改

めてその旨を通知する。  

ア この入札に参加する資格を欠くこととなったとき。  

イ その他この入札に参加させることが不適当と市長が認めたとき。  

（５）その他  

ア 申請書等は、資料４様式集の様式１「入札参加資格確認申請書」により作成すること。  

イ 申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。  

ウ 提出された申請書等は、競争参加資格の審査のみに使用する。  

エ 提出された申請書等は、返却しない。  

オ 提出期限以降の申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めません。 

  

８．入札に関する事項 

（１）入札書等の提出 

提出書類 次に掲げる書類を添付し、持参により提出すること。 

ア 技術提案書（様式６～６-１３）・・・８部（正１部、副７部） 

イ 入 札 書（様式５）・・・１部 

封筒には、「第１号 近江八幡市庁舎整備工事入札書在中」と朱書きのうえ封印する

こと。 

ウ 工事費内訳書（様式５-1号）・・・１部 

封筒には、「第１号 近江八幡市庁舎整備工事内訳書在中」と朱書きのうえ封印する

こと。 

（２）提出日時 令和５年７月２０日（木）から令和５年７月２１日（金）まで 

          各日ともに 午前９時から午後５時まで  

（３）提出先 

〒５２３－８５０１ 

近江八幡市桜宮町２３６番地 近江八幡市総務部管財契約課 

（４）入札書の開札 
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入札書は、次のとおり総合評価実施の際に開札する。 

ア 日  時：令和５年８月上旬（期日は後日決定） 

 技術審査終了後 

イ 場  所：近江八幡市庁舎内 

（５）入札の辞退 

入札書等を提出した後は、入札を辞退することができない。 

（６）入札の無効 

ア 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反し

た入札は、無効とする。 

イ 入札に必要な資格に虚偽の申請を行った者の入札は、無効とする。 

ウ 入札心得に示す条項に違反した入札は、無効とする。 

（７）その他 

ア 入札書等の作成及び提出に係る費用は提出者の負担とする。 

イ 提出された入札書等は返却しない。 

ウ 提出期限以降の入札書等の差し替え及び再提出は認めない。 

 

９．結果の公表 

結果については近江八幡市管財契約課ホームページにおいて公表し、落札者には落札

決定通知書を送付する。 

 

１０．設計図書等の入手 

要求水準書等を次の通り縦覧に供する。資料一式とそれぞれの縦覧場所、縦覧期間は

次の表の通りとする。  

本市から電子データを支給する資料について、支給を希望する者は、事前に市庁舎整

備推進室に連絡のこと。 

 

※貸出した、CD-R 等については、技術提案書の提出期限（令和 5年 7月 21 日（金））ま

でに返却のこと。 

 

 

資料番号 資料名 縦覧場所 縦覧期間 

資料１ 近江八幡市庁舎整備工事入

札公告 

近江八幡市ホームペ

ージ 

公告の日から開札日

まで 

資料２ 近江八幡市庁舎整備工事要
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求水準書 

資料３ 近江八幡市庁舎整備工事入

札説明書・落札者決定基準 

資料４ 近江八幡市庁舎整備工事様

式集 

資料５ 近江八幡市庁舎整備工事契

約書（案） 

市からの電子データ

の支給：近江八幡市総

合政策部市庁舎整備

推進室（近江八幡市役

所） 

公告の翌日から令和

5年 5月 10 日まで 

（午前 9 時から午後

5 時まで、閉庁日を

除く。） 

資料６ 近江八幡市庁舎整備基本設

計説明書【計画概要等】 

資料７ 近江八幡市庁舎整備基本設

計説明書【建築計画】 

資料８ 近江八幡市庁舎整備基本設

計説明書【構造計画】 

資料９ 近江八幡市庁舎整備基本設

計説明書【電気設備計画】 

資料１０ 近江八幡市庁舎整備基本設

計説明書【機械設備計画】 

資料１１ 近江八幡市庁舎整備基本設

計説明書【外構計画】 

資料１２ 近江八幡市庁舎整備基本設

計説明書【仮設計画】 

資料１３ 議会等会議システム導入仕

様書 

その他 基本設計図 1一式 

 

１１．議会の議決の要否  要 

 

１２．入札保証金  免 除 

 

１３．契約保証金  契約金額の 10／100 以上 

 

１４．前金払い  有 
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１５．部分払い  有 

 

１６．かし担保  引渡日から２年 

 

１７．その他 

（１）入札参加資格確認申請書及び技術提案書の作成に係る費用は、全て参加者の負担と

する。 

（２）提出された入札参加資格確認申請書及び技術提案書の取扱い 

ア 参加者より本市に提出された書類は、返却しない。 

イ 提出された書類の著作権は、双方に帰属する。また、提出された提案書類は受注者

の選定に係る公表以外に参加者に無断で使用しない。ただし、受注者の提案書類につ

いては、本業務内容の公表時や本市が必要と認めるときには、その全部又は一部を使

用できるものとする。なお、契約に至らなかった場合の提案書類は、本業務の選定結

果の公表以外に無断で使用しないこと。 

ウ 提出内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権及び商標権等、日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法等を使用する

ことにより生ずる責任は、原則として参加者が負うこと。 

エ 提出された書類に虚偽の記載をした場合においては、近江八幡市建設工事等一般競

争入札参加停止及び指名停止基準に基づく指名停止を行うことがある。 

（３）記載内容の変更の取扱い  

ア 入札参加資格確認申請書及び技術提案書の提出後、原則として、それぞれの審査が

終了するまでの間は、入札参加資格確認申請書及び技術提案書に記載された内容の変

更は認めない。 

イ 技術提案書において提案した統括代理人は、原則として本業務が終了するまでの間

は変更を認めない。ただし、配置予定者が、病気治療、死亡又は退職等のやむを得な

い理由により、業務遂行が困難になった場合は、本市が同等以上の能力を有すると認

める者に限り変更を認める。 

ウ 技術提案書において、提案した統括代理人以外の設計業務及び施工業務における     

配置予定者の変更は、協議の上、本市が同等以上の実績・能力を有すると認めるものに

限り変更を認める。 

（４）技術提案書の作成のために本市から受領した資料は、本市の了解なく公表及び使用し

てはならない。 

（５）技術提案書の履行 

受注者は、技術提案書の提案事項に基づき、責任を持って確実に履行すること（本業
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務に不利益となる技術提案書の提案事項と認める場合は除く。）また、受注者の責によ

り、事業契約完了時点で技術提案書の提案を達成できなかった事項について、受注者は

本市に対し違約金を支払うものとする。違約金の対象となる技術提案は、落札者決定基

準による。ただし、本市と協議の上、同等と認められる方法等で本業務を履行すること

を認める場合もある。なお、技術提案書の提案事項を達成する意思が受注者に認められ

ないなど、技術提案書に記載した事項に対する履行状況が特に悪質と認められる場合

は、契約を解除し、損賠賠償の請求を行うことがある。 

（６）本工事の履行にあたって工事用資材を購入する場合には、できる限り市内業者から購

入すること。 

（７）本工事に従事する労働者の適正な労働条件の確保について十分配慮すること。 

（８）市は、落札者より提出された技術提案書の内容を、市民への説明のためにその一部又

は全部を公開する可能性がある。 

（９）本入札は、近江八幡市一般競争入札における１者入札の取扱要領（平成３１年近江

八幡市告示第４７号）の対象となる入札である。ただし、入札参加資格確認申請（令

和 5年 5月 10 日時点）において、入札参加資格を有するものが２者以上無い場合は

入札を中止する。 

（１０）本要領で示している手続きの方法やスケジュールについては、不測の事態等により

変更になる可能性がある。変更等がある場合はホームページ等で公開する。 

（１１）令和５年度の支払いは、前金払いを含め行わない。 

（１２）この業務の契約については、議会の議決を要するため、議決までの間は仮契約とし、

議決を得たときに契約が成立するものとする。 

また、落札者の決定後、この契約が成立するまでの間において、当該落札者が、次

に該当することとなった場合は、この契約を締結しない。 

ア ５．競争参加資格の要件を満たさなくなったとき。 

イ 近江八幡市建設工事等入札参加停止基準に基づく入札参加停止を受けたとき。 

 

１８．入札に関する問い合わせ先 

  近江八幡市総務部管財契約課  TEL ０７４８－３６－５５５７ 


